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公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律案 

骨子案 
 

１．災害時の緊急対応 

全国的に災害が頻発する中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興のため、災害時の

緊急対応の充実強化について規定。 

（１）災害時における対応を含む社会資本の維持管理が適切に行われるよう、地域におけ

る担い手の育成及び確保、災害時における復旧工事等の迅速かつ円滑な実施のための

体制整備について、基本理念に明記。 

（２）発注者の責務として、以下の内容を規定。 

① 災害時においては、手続の透明性及び公正性の確保に留意しつつ、緊急性に応じ

て適切に随意契約、指名競争入札等の入札・契約方法を選択するよう努めること。 

② 災害時における復旧工事等の実施に関する建設業者団体等との協定の締結や、他

の発注者との連携に努めること。 

③ 予定価格における労災の補償を実施するために必要な費用の反映や、災害時にお

ける見積りの徴収の活用を明記。 

 

２．働き方改革への対応 

長時間労働の是正や処遇改善といった働き方改革の促進のため、適正な請負代金・工

期の設定、施工時期の平準化等について規定。 

（１）公共工事の品質は、これを確保する上で公共工事に従事する者が重要な役割を果た

すことに鑑み、適正な請負代金及び適正な工期による請負契約が締結等されるととも

に、公共工事に従事する者の賃金、労働時間その他の労働条件が適正に整備されるよ

う配慮がなされることにより確保されなければならないことを、基本理念に明記。 

（２）発注者の責務として、以下の内容を規定。 

  ① 休日、準備期間、天候等により工事の実施が困難と見込まれる日数等を考慮して適

正な工期を設定しなければならないこと。 

  ② 地域における公共工事の施工時期の平準化を図るため、債務負担行為や繰越明許

費の活用による翌年度にわたる工期の設定や、他の発注者との連携による中長期的な

発注見通しの作成・公表等必要な措置を講じなければならないこと。 

  ③ 設計図書を変更する必要があると認められる場合において、工期が翌年度にわた

ることとなる場合にあっては、繰越明許費の活用等必要な措置を講じなければならな

いこと。 

（３）公共工事等を実施する者の責務として、下請契約を締結するときは、市場における

労務の取引価格、社会保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期

での下請契約を締結しなければならないことを規定。 
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３．生産性向上への取組 

  建設業・公共工事の持続可能性を確保するため、働き方改革の促進と併せ、生産性の

向上について規定。 

（１）公共工事の調査、設計、施工及び維持管理の各段階における情報通信技術の活用等

を通じて、公共工事の生産性の向上が図られるように配慮されなければならないこと

を、基本理念に明記。 

（２）発注者の責務として、監督及び検査における情報通信技術の活用等を規定。 

（３）受注者の責務として、情報通信技術の活用による施工の効率化等による生産性向上

に努めることを規定。 

 

４．調査・設計の品質確保 

  公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調査（点検及び診断を含む。）及び

設計）の品質が公共工事の品質確保を図る上で重要な役割を果たすことを踏まえ、公共

工事に関する調査等について広く本法律の対象として位置付け。 

（１）「公共工事に関する調査等」を定義に追加。 

（２）基本理念において、公共工事に関する調査等を対象とする。 

（３）発注者の責務において、適正な利潤を確保するための予定価格の適正な設定、ダン

ピング受注の防止、適切な設計変更、適正な工期設定、施工時期の平準化、災害時の

緊急対応の推進や円滑な発注体制の構築等について、公共工事に関する調査等を対象

とする。 

（４）受注者の責務において、公共工事に関する調査等を対象とする。 

（５）多様な入札及び契約の方法等の各規定において、公共工事に関する調査等を対象と

する。 

 

５．その他 

（１）発注者の体制の整備 

  ① 発注者の責務として、発注関係事務の実施に必要な知識又は技術を有する職員の

育成及び確保等の体制の整備に努めなければならないことを規定。 

  ② 国及び都道府県は、発注者を支援するため、契約により発注者の補助を行う者の

能力の活用の促進等、必要な措置を講ずるよう努めなければならないこととする。 

（２）工事に必要な情報（地盤状況）等の適切な把握・活用 

公共工事の品質は、地盤の状況に関する情報等の工事に必要な情報が的確に把握さ

れ、より適切な技術又は工夫により、確保されなければならないことを、基本理念に

追加。 

（３）適切な維持管理の実施 

国・特殊法人等・地方公共団体の責務として、公共工事の目的物の維持管理を行う

場合は、その品質が将来にわたり確保されるよう、維持管理の担い手の中長期的な育

成及び確保に配慮しつつ、適切に点検、診断、維持、修繕等を実施するよう努めなけ

ればならないことを規定。 
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６．施行期日等 

（１）この法律は、公布の日から施行するものとすること。 

（２）政府は、この法律の施行後〇年を目途として、この法律による改正後の公共工事の

品質確保の促進に関する法律の施行の状況等について検討を加え、必要があると認め

るときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。 

（３）その他所要の規定を整備すること。 


